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鳥取県立生涯学習センター、鳥取県立船上山少年自然の家及び鳥取県立大山青年の 

家の指定管理者募集要項（案）の概要 

平成３０年６月７日 

社 会 教 育 課  

 

 平成３１年度から鳥取県立社会教育施設（鳥取県立生涯学習センター（以下「生涯学習センタ

ー」という。）、鳥取県立船上山少年自然の家（以下「船上山少年自然の家」という。）及び鳥

取県立大山青年の家（以下「大山青年の家」という。）の管理運営を行う指定管理者について、

次のとおり募集することとしています。 

 

１ 指定管理者が行う業務 

（１）指定管理者が行う業務の内容 

生涯学習センター 船上山少年自然の家・大山青年の家 

ア 生涯学習センターの施設設備の維持管理

及び運営に関する業務 

イ 生涯学習センターの利用の許可、利用料

金の徴収・減免等に関する業務 

ウ 生涯学習の普及振興に関する業務 

 ・生涯学習センターの利用を通じた生涯学

習の普及振興に関する業務(学習相談、団

体支援、独自に企画する業務、利用促進

等) 

 ・とっとり県民カレッジ講座の企画、運営

に関する業務 

 ・生涯学習情報の提供に関する業務 

※両施設は一部指定管理施設である。 

（施設の利用者に対する体験活動等の指導は、

県職員（指導員）が行い、施設設備の維持管

理・利用許可に関する業務等及び指導に係る

実施補助業務について指定管理者が行う。） 

ア 施設設備の維持管理に関する業務 

イ 管理運営の補助に関する業務 

 ・施設の利用許可等に関する事務手続 

 ・使用料等の徴収・減免等 

ウ 受入事業・主催事業の実施補助業務 

  施設の行う受入事業・主催事業（以下「受入

事業等」という。）の実施に係る補助業務

（予約等受付、準備、片付け、資料印刷・発

送、支払、用品等の管理・購入、アンケート

集計、体験活動の補助 等） 

受入事業：学校等団体が集団宿泊体験等を 

  行うため、目的・研修計画を持って施設を

利用すること 

主催事業：施設が自ら企画し、利用者に自然

体験活動等を行わせること 

 

（２）管理の基準（基本的事項）   

生涯学習センター 船上山少年自然の家・大山青年の家 

ア 開館時間、休館日等は、あらかじめ教育

委員会の承認を得て決定する。 

イ 施設の利用の許可・制限は、鳥取県立生

涯学習センターの設置及び管理に関する条例

（以下「生涯学習センター条例」という。）

に基づいて行う。 

ウ 利用料金は別に定める金額を標準とし

て、利用料金の減免基準は別に定める基準を

下限として、あらかじめ知事の承認を得て決

定する。 

 

ア 休所日、使用料等は鳥取県立青少年社会教育

施設の設置及び管理に関する条例（以下「設置

管理条例」という。）で定めるところによる。 

イ 利用許可については、設置管理条例に基づい

て県が決定し、その事務手続を指定管理者が行

う。 

ウ 使用料の減免については、県立学校の授業料

等及び社会教育施設の使用料の減免に関する規

則等に基づいて県が決定し、その事務手続を指

定管理者が行う。 



    

（３）人員配置等 

生涯学習センター 船上山少年自然の家・大山青年の家 

ア 館長相当職（常勤職員）を１名配置するこ

と。 

イ 次の資格等を有する職員を配置すること。 

 ・甲種防火管理者 

・機械及び電気関係の専門課程を修了 

・舞台照明及び音響設備の操作に精通 

ウ 受付業務のできる職員を、常時１名以上配

置すること。 

エ 利用者からの生涯学習に関する学習相談に

対応できる職員を、常時１名以上配置するこ

と。 

ア 受付等の業務のため、職員を常時２名以上

配置すること。 

イ 受入事業等を実施する際は、補助のため上

記アとは別に職員を１名以上配置すること。 

ウ 警備のため、宿直職員を１名以上配置する

こと(休所日は終日配置)。 

エ 次の資格等を有する職員を配置すること。 

・２級ボイラー技師 ・危険物取扱者（乙

類）・甲種防火管理者 

オ 体験活動の補助ができる職員を配置するこ

と。 

カ 委託業務を総括する職員を定めること。 

 

２ 利用料金等の取扱い 

生涯学習センター 船上山少年自然の家・大山青年の家 

施設利用料金やレストラン等の利用者へのサ

ービス提供に伴う収入は、指定管理者の収入と

する。 

使用料は県の収入とし、シーツ料金・体験活

動経費等利用者へのサービス提供に伴う収入は

指定管理者の収入とする。 

 

３  指定管理料 

県は、指定期間中の管理運営に必要な経費として、下記の額を上限として、指定管理料を支払う。 

生涯学習センター  船上山少年自然の家・大山青年の家 

金額：４６１，７５９千円 

内訳：（H31年度）９１，６７９千円 

（H32～35年度）９２，５２０千円 

＜船上山少年自然の家＞ 

金額：２００，２１０千円 

内訳：（H31年度）３９，７５０千円 

（H32～35年度）４０，１１５千円 

＜大山青年の家＞ 

金額：１９０，８６７千円 

内訳：（H31年度）３７，８９５千円 

（H32～35年度）３８，２４３千円 

※Ｈ31年 10月から消費税率が変更となることを想定した額 

 

４ 指定期間    平成３１年４月１日～平成３６年３月３１日 〔５年間〕 

 

５ 主な応募資格  鳥取県内に主たる事務所を置き、又は置こうとする法人等であること。 

 

６ 主な指定管理制度の改正 候補者の選定基準にネーミングライツの提案を追加 

 （標準的要件） 命名権者は指定管理者又は指定管理者が指定する事業者が担うことができる。 

・公共施設の命名権者としてふさわしい企業であること（暴力団、風俗業等を除く。） 

・公共施設にふさわしい愛称であること。施設の設置目的がイメージできるものであること。    

・愛称を提案する対価は年額１００万円以上（指定管理料を下げるのではなく別途納入） ほか 

  (独自要件) 

生涯学習センター 船上山少年自然の家・大山青年の家 

無し 
愛称には、県立船上山少年自然の家は「船上山少年自然の

家」を、県立大山青年の家は「大山青年の家」を入れること。 



（費用負担）名称変更に伴う経費等は命名権者が負担。県が発行する施設パンフレット等は県負担。 

 

７ スケジュール 

（１）審査委員会（要項等の審査）   平成３０年６月５日 

（２）募集の開始           平成３０年６月１８日（月）予定 

（３）募集の締切           平成３０年８月１日（水）予定 

（４）審査委員会（候補者の選定）   平成３０年８月中旬 

（５）審査結果の通知・公表      平成３０年８月中旬 

（６）指定管理者の指定        平成３０年１０月中旬（議会の議決を経て行う。） 

 

８ 選定方法等 

（１） 選定方法 

   学識経験者等で構成する審査委員会を開催し、面接審査等により指定管理候補者を選定。 

（２）審査委員会委員 

   学識経験者１名、税理士１名、各施設に関する有識者２名、教育委員会事務局次長 〔計５名〕 

（３）選定基準 

  ア 生涯学習センター 
 選 定 基 準 審  査  項  目 

１ 施設の平等な利用を確保するのに十分な

ものであること。 
（指定手続条例第５条第１号） 

・管理の基本的な考え方の適合性 

 （施設設置目的の理解、管理運営の方針等） 
 

２ 施設の効用を最大限に発揮させるもので

あること。 
（指定手続条例第５条第２号） 
 

 
 
 

 

・施設の設置目的に沿ったサービス・事業の内容 

 （サービス向上策、事業の企画、利用促進策等） 
・施設設備の維持及び衛生管理の水準 
・管理の基準 

  開館時間、休館日、利用料金等の設定 
・個人情報保護、情報の公開 
・事故・事件の防止措置、緊急時の対応 

・利用者等の要望の把握、対応方針 等 

３ 管理に係る経費の効率化が図られるもの

であること。 
（指定手続条例第５条第２号） 

・収支計画及び見積内容 

・支出計画の見通し 
・県の指定管理料の多寡 

４ 管理を安定して行うために必要な人員及

び財政的基礎を有しており、又は確保で
きる見込みがあること。 
（指定手続条例第５条第３号） 

 
 
 

・法人等の財政基盤、経営基盤 

・組織及び職員の配置等 
・現在の施設職員の継続雇用に関する方針 
・関係法令に係る監督行政機関からの指導等の状況 

・法人等の社会的責任の遂行状況 
  障がい者雇用、男女共同参画推進企業等の認定 

家庭教育協力推進企業の協定 等 

・管理運営状況の実績評価 

５ 教育委員会が行う事業における生涯学習

センターの優先的な利用を確保するとと
もに、教育委員会と連携及び調整をとり
、生涯学習センターの利用促進を図るこ

と。（生涯学習センター条例第５条第１
号） 

・教育委員会が行う事業における生涯学習センター

の優先的な利用の確保策 
・教育委員会との連携及び調整方策 
 

 
 

６ 生涯学習センターの利用を通じた生涯学

習の普及振興を行うこと。 
（センター条例第５条第２号） 
その他教育委員会が生涯学習センターの

設置の目的を達成するために必要と認め
るものとして別に定める事項（生涯学習
センター条例第５条第３号） 

・生涯学習センターの利用を通じた生涯学習の普及

振興に関する業務の実施方針 
・生涯学習センターの利用を通じた生涯学習の普及
振興に関する業務の企画・立案及び実施能力 

・とっとり県民カレッジ講座の企画・運営及び生涯
学習情報の提供に関する業務の実施方針 
・とっとり県民カレッジ講座の企画・運営能力 

・生涯学習情報の提供に関する業務の企画・立案及
び実施能力 

７ その他(指定手続条例第５条第４号) ・ネーミングライツに係る提案 

        ※ 指定手続条例：鳥取県公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 



    

  イ 船上山少年自然の家・大山青年の家 

 選 定 基 準 審 査 項 目 

１ 施設の効用を最大限に発揮させるもので

あること。（設置管理条例第７条第１号） 

・管理運営の方針 

・施設設備の維持及び衛生管理の水準 

・利用者等の要望の把握、対応方針 

・事故、事件の防止、緊急時の対応 

・施設の設置目的に沿ったサービス、事業の内容 

等 

２ 管理に係る経費の縮減が図られるもので

あること。（設置管理条例第７条第１号） 

 

・収支計画及び見積内容 

・支出計画の見通し 

・県の指定管理料の多寡 

３ 管理を安定して行うために必要な人員及

び財政的基礎を有しており、又は確保で

きる見込みがあること。（設置管理条例第

７条第２号） 

・法人の財政基盤、経営基盤 

・組織及び職員の配置等 

・現在の施設職員の継続雇用に関する方針 

・関係法令に係る監督行政機関からの指導等の状況 

・法人等の社会的責任の遂行状況 

障がい者雇用、男女共同参画推進企業等の認定 

家庭教育協力推進企業の協定 等 

・管理運営状況の実績評価 

４ 教育委員会の行う事業等に積極的に協力

するものであること（設置管理条例第７

条第３号） 

・所内での連携について 

・受入事業等の実施の際の協力方法   

５ その他（設置管理条例第７条第４号） ・ネーミングライツに係る提案 

 

    

 


